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米国における使用者による被用者の宗教に配慮する

法理について──特に
 一九六四年公民権法第七編に基づく宗教上の戒律に起因する服装・身なりに

関する雇用上の配慮に関する検討──
永
　
野
　
秀
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はじめに
　
米国の一九六四年公民権法第七編（
T
itleV
IIofC
ivilR
ightsA
ctof1964 、以下「第七編」とい
う
（1
（
。（では、単に
雇用において宗教に基づく差別が禁止されているだけではなく
（（
（
、使用者は、業務遂行において過大な困難を負わない
限りにおいて、被用者の宗教的な行為等に対し 合理的な配慮を行う義務が課されている
（（
（
。
　
本稿では、この後者の規定に関して、使用者が、どのように被用者の宗教上の戒律に起因する服装・身なりに配慮
しなければならな のかにつき検討する
（4
（
。
　
この問題は、その戒律に基づく服装や身なりが、企業や行政機関のイメージと異なると判断される場合に顕在化す
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る。たとえば、カジュアル・ファッション・ブランドの企業は、被用者が入社後に改宗した宗教の戒律に従い、自社ブランドのイメージとは全く異なる質素な服だけを着用して店舗で働きたいと申し出たとき、どのように対応すべきかが問われるこ になる。また、そのような企業の採用面接に来たイスラム教徒の女性を、その頭からかぶるスカーフ（以下、 「ヘッドスカーフ」という。
（が自社の従業員服飾規定に反するという理由で、一律に不採用としてよいか
が問題になる。さらには、公共交通機関や警察は、市民に接する被 者に対して ターバンやヘッドスカーフ 着用を禁止できるのかが争われることになる。　
この争点が深刻なのは、戒律が厳しい宗教では、その服装や身なりが認められない場合、就職できなかったり、あ
るいは、退職を余儀なくされるという点であ　
米国における宗教に起因した雇用差別は、決して少ないものではない。連邦雇用機会均等委員会（
E
qualE
m
ploy-
m
entO
pportunityC
om
m
ission 、以下「ＥＥＯＣ」という。
（は、二〇一四年会計年度に、宗教に起因した雇用差
別に関して、三、五四九件の申立を受理してい
る
（（
（
。この件数は、同委員会が同一会計年度に受理した全申立件数の
四％に当たる。また 宗教上の行為に対す 配慮がなされなかったという主張 宗教差別に関する申請のうち大な割合を占めている
（6
（
。この件数は、雇用差別が人種（三一、〇七三件の申立（や性別（二六、〇二七件の申立（によ
るものと比較すると少ないものの 一九九七年会計年度と比較する 倍増して る点に特徴がある
（（
（
。
　
わが国の労働法制には、第七編が規定するような使用者に被用者の宗教上の行為等に合理的 配慮を行う義務を定
める規定は存在していない。また こ 争点に関する研究も少ないのが現状
（（
（
。しかし、今後、わが国の労働市
場がさらに国際化したとき 、単な 差別禁止規定や、企業 よ 個別的配慮だけでは解決しえない問題に と考える。本稿におけ 考察が、今後の議論に資すること 希望したい。
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以下では、まず第一章において、被用者の宗教に対する合理的な配慮規定が定められるまでの経緯と、同規定の内
容について説明する。次に、第二章では、被用者の宗教への合理的な配慮規定に基づく裁判において、原告たる被用者に求められる立証内容と、これに対する使用者の反証について説明する。最後の第三章では、この問題に関する代表的な判例を、 くつかの類型に分けて検討する。
第一章
　
被用者の宗教への合理的な配慮規定
　
一九六四年公民権法第七編（
T
itleV
IIofC
ivilR
ightsA
ctof1964 （9
（
（は、雇用に関する宗教差別（
religiousdis-
crim
inationinem
ploym
ent （に関する保護を規定している。ここでは、同法が成立当初から規定していた雇用にお
ける宗教差別の禁止規定だけでは十分 機能しえず、合理的な配慮規定が必要となった経緯と、その具体的なついて説明する。
Ａ．宗教差別の禁止規定
　
1．第七編七〇三条（ａ（項
　
一九六四年公民権法第七編七〇三条（ａ（項は、以下のように雇用における差別を禁止している。
　「使用者が、以下のことを行った場合、違法な雇用行為となる。
（一（人種、皮膚の色、宗教、性、又は出身国を理由として、個人を雇用せず、あるいは採用を拒否し、若しくは解雇すること、又は、その他の形で、雇用における報酬、条件、権利又は賃金以外の給付に関して、個人を差別するこ
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と。（二（人種、皮膚の色、宗教、性、又は出身国を理由として、個人の雇用機会を奪ったり、あるいは雇用機会を与えようとしない傾向を維持し、若しくは被用者としての地位に不利な影響を与えるような方法で、被用者又は求職者を制限し、隔離し、又は、分類すること
（（
（
。 」
　
これらの二つは、前者が「差別意思（
disparatetreatm
ent （」条項又は「意図的差別（
intentionaldiscrim
ina-
tion （」条項、後者が「差別的インパクト（
disparateim
pact （」条項と呼ばれており、第七編に基づき訴訟を起こす
場合には、このいずれかに基づかなければならないことになる
（（
（
。
　
（．ＥＥＯＣガイドラインの制定
　
このように、公民権法第七編には、雇用における宗教を理由とする差別を禁止する規定が置かれている。しかしな
がら、同規定が施行されると、多くの被用者からＥＥＯＣに対して、使用者が、宗教上 戒律 基づく聖日に休みをとることを認めてくれないという申立が多くもたらされた
（（
（
。
　
このため、ＥＥＯＣは、単に宗教的な平等を命じる規範では不十分であることから、一九六六年に新たなガイドラ
インを定めた
（（
（
。このガイドラインでは、人種や性別等の第七編の下で保護される他の類型と異なり、宗教については
中立性を規 す だけではその実効性を担保できな こと ら、使用者が被用者の「合理的な宗教上の必要性（
rea-
sonablereligiousneeds （」に配慮する積極的な義務を、 「その事業の遂行に重大な不利益（
seriousinconvenience
totheconductofthebusiness （」を生じさせない限りで負うと規定されていた
（（
（
。
　
ＥＥＯＣは、翌一九六七年、このガイドラインを改訂し、使用者 対して 「被用者及び求職者の宗教上の必要性
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に対して合理的な配慮（
reasonableaccom
m
odations （を行う義務を負う。但し、そのような配慮が、その事業の
遂行 過大な困難（
unduehardship （を生じさせる場合は、この限りではない。 」という規定に変更し
た
（（
（
。ただし、
このガイドラインでは、何が「合理的な」配慮かは明らかにされておらず、 「過大な困難」に該当する事例として挙げられていたのは、被用者が責任を負う業務を、他の被用者では遂行できない場合だけであった
（（
（
。
　
（．司法におけるＥＥＯＣガイドラインの否定
　
このＥＥＯＣが定めたガイドラインは、司法の場において、第七編の条文解釈を逸脱して使用者に積極的な義務を
課したものとして、ほとんど重きをおかれなかった。　
たとえば、
D
ew
eyv.R
eynoldsM
etals
事件連邦第六巡回区控訴審判決では、第七編を制定する際の議事録や立法
者意思からも、ある個人の信仰につ て、他者が同意したり、配慮したりする義務を課すという意図は読み取れず、このようなＥＥＯＣのガイドラインは、同法と矛盾すると判断されている。また、使用者に対して、全従業員の信仰に同意又は配慮する義務を課すことは、連邦憲 第一修正の保障する信教の自由に違反する可能性があるので、使用者にはそのような配慮義務はない 判示されている
（（
（
。
　
連邦最高裁判所は、本件の裁量上訴を受付け、この原審判決を維持する判決を下して る
（（
（
。
Ｂ．被用者の宗教への合理的な配慮規定
　
この連邦最高裁判決は、議会に影響を及ぼした。キリスト教の宗派で土曜日を安息日とするセブンスデー・アドベ
ンティストの信者であるジェニングス・ランドルフ上院議員は このような判例法理は、自らのような信仰 もつ者
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に著しく不利に機能すると考えるに至った
（（
（
。同上院議員は、連邦議会において使用者が宗教的配慮を行うように、法
律改正のためのロビー活動を行った。この結果として改正がなされたのが、一九七二年公民権法である
（（
（
。
　
この改正により定められた七〇一条（ｊ（項は、次のように規定している。
　「 『宗教（
religion （』という用語には、宗教上の儀式、礼拝及び信仰のあらゆる側面が含まれる。但し、使用者が、
その業務を行う上で過大な困難（
unduehardship （を伴わずに被用者又は求職者の宗教上の儀式又は礼拝に対して
合理的な配慮（
reasonableaccom
m
odation （を行うことができないことを立証した場合には、この限りではない
（（
（
。 」
　
従来の差別禁止規定 下では、使用者に対する宗教差別が漠然と禁止されているにとどまっていた。これに対して、
本条項により、使用者は、業務遂行において過大な困難を負わない限りにおい 、被用者の宗教上の儀式等に対して合理的な配慮を行う義務が課されたのである。
第二章
　
被用者の宗教への合理的な配慮規定における立証
Ａ．被用者による一応の証明
　
被用者の宗教への合理的な配慮の有無に関して訴訟が提起された場合、原告たる被用者は何を証明し 被告たる使
用者はどのように反証するのであろうか。この立証過程は、同規定が公民権法第七編に含まれてい とから、同法における差別 立証 関して形成された判例法理
（（
（
と類似の形をとることになる
（（
（
。
　
まず、原告が一応有利な事件（
aprim
afaciecase （であることを立証するためには、次の三つの要素を証明しな
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ければならない。その第一は、原告は真正な信仰（
bonafi
dereligiousbelief （をもち、これが使用者の課す労働条
件と齟齬をきたしていることである。第二は、原告が、その使用者に対して、自らの信仰を告知していたことである。そして、第三は、原告が、 信仰と矛盾する労働条件に従わなかったことにより懲戒処分を受けたことである
（（
（
。
　
原告が、これらの要素を立証した場合には、立証責任は使用者に転換される。そして、使用者は、①原告の宗教上
の行為等に合理的な配慮を既に行っているこ 又は、②そのような合理的な配慮をすると、業務を行う上で過大な困難を伴い、 「無視できる程度を超える負担（
m
orethanadem
inim
iscost （」を使用者に課す結果を生じさせるこ
とになる で、当該配慮を行わなかったことの ずれかを立証すればよい
（（
（
。
　
なお、この類型の訴訟では、上記 使用者による反証が認められるか否かでほとんどの場合に結論にたどり着く。
しかし、一応、形式的に 使用者が反証に成功 た場合には、原告は、使用者が挙げた理由が差別 関 口実に過ぎないことを主張す 最終的な立証責任が課されることに言及する判例もあ
（（
（
。
　
以下では、これらの立証要件について 個別に検討していくことにする。
　
1．真正な信仰
　　
ａ
　「真正な信仰」とは何か
　
原告たる被用者又は求職者が立証すべき第一の要素は、 「真正な信仰（
bonafi
dereligiousbelief （」を持っている
ことである。このため、何が保護の対象 なる宗教 あるかが問題になる。　
ＥＥＯＣは、あ 行為又は信念の「宗教的」性質につき、連邦最高裁判所が、
U
nitedStatesv.Seeger
事件連邦
最高裁判
決
（（
（
と
W
elshv.U
nitedStates
事件連邦最高裁判
決
（（
（
で採用した評価方法を採用している。その規則では、 「Ｅ
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ＥＯＣは、宗教的行為には、伝統的な宗教的見解において誠実かつ強固に支持されている何が正しく何が誤りかという価値判断に関する道義的又 倫理的な信条を含むものであると定義する」としている
（（
（
。また、同じ規則において、
被用者の信条体系が、確立された宗教で正式に認められたもの、又は、それに立脚 たものであ 必要はないとしている
（（
（
。
　
なお、連邦最高裁判所は、
T
hom
asv.R
eview
B
oardoftheIndianaE
m
ploym
entSecurityD
ivision
事件連邦最
高裁判決において、 「連邦憲法第一修正の保護を受けるために、ある個人 宗教的信条が、他者に受け入れられる、論理的で、矛盾のない 理解可能なものである必要 ない」と判示している
（（
（
。
　
被用者又は求職者の主張する信条が具体的な宗教か否かを判断する上で参考にされているのが、
M
alnakv.Y
ogi
事件連邦第三巡回区控訴審判決
（（
（
の同意意見である。この同意意見では、何をもって連邦憲法第一修正の定める信教の
自由の保護の対象となりうるかにつき、米国における宗教の多様性を反映して、 「現代的意味の『宗教』は 法的も、あるいは神学的にも、人と創造者との関係にとどま ものではない」と判示している
（（
（
。また、この同意意見では、
ある考え方（またはこれを支持する集団（が宗教か否かを判断する際には、伝統 宗教に見られる三つの徴表 ら類推して判断す 基準をとっている
（（
（
。多くの連邦巡回区控訴裁判所が、この判断基準を採用していることから
（（
（
、その
基準を記 おく。　
まず第一の、そして最も重要とされている徴表は その宗教であると主張されているものの内容である。これは、
その内容の正誤を問うのでも、正統派か分派かを問 のでもなく その主張されてい 内容が ひとつの としての主張として一貫性の のか否かを問うべきである されて る
（（
（
。第二の徴表は、その信仰体系が、人生にとっ
て「究極」 問に応える包括的なものであるか否かが問われ こと とされている
（（
（
。そして、第三の徴表は、争
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点とされている宗教であると主張されているものが、一般的に宗教として受け入れられている諸宗教と比較して、その組織、外観又は表面的特徴が十分に整っ かにつき考慮することであるとしている
（（
（
。ここで考慮される要素と
しては、た えば、正式な礼拝、儀式の機能、聖職者の存在 宗教団体としての組織や構成、布教に関する努力、聖日の存在、その他の伝統的な に見られる類似の要素であるとしている
（（
（
。ただし、この同意意見では、これらの要
素がない場合でも、宗教として成立する場合があるとし
（（
（
。
　
多くの事案では、原告の主張する宗教が、 「真正な信仰」に当たるかにつき、ＥＥＯＣや裁判所が精査することは
ない。問題と るのは 被用者 主張す 信仰が 哲学的な態度にとどま ように見え 場合 ろう。たとえば、第七編ではなく、カリフォルニア州法に関 事案 はあるが、同州控訴裁判所は 被用者の菜食主義は、体系的な宗教というよりも、本人 哲学を反映したものであるとして
（（
（
、州法上の宗教に関する配慮は適用されないと判示して
いる
（（
（
。
　　　
ｂ
　
宗教的動機と誠実性に関する検討
　
裁判所は、一般に、原告が主張している宗教が「真正な信仰」であるか否かを判断することを躊躇する傾向にある。
その一方で、裁判所は、原告たる被用者が そ 宗教 誠実に信じ かについては、これを精査する傾向にある
（（
（
。
これは、宗教的配慮として求められて る聖日に対する休暇等が 宗教的な動機からではなく 他 動機から生じている可能性があるためである
（（
（
。
　
これと関連して、たとえば イスラム教徒の女性被用者が、そのヘッドスカーフを業務中に着用できるよう 主張
する事案において、使用者は 被用者がその宗教を誠実に信仰していない証拠 して 聖日に必ず礼拝に参加してい
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第一一三巻
　
第三号

九〇
ないことや、日々決められた回数の祈りをしていないことなどを主張する場合がある
（（
（
。しかし、裁判所は、ここで争
点と っているのは、ヘッドスカーフを着用しなければならないという原告の信仰の誠実性であり、原告がイスラム教の教義を全 守っているか否かではないと判示 ている
（（
（
。
　
また、裁判所は、原告が、その信仰の下で成長しうることを認め、かつ、長期においては当該宗教との関わりの強
さが変化するこ も認めている
（（
（
。さらに、判例では、被用者たる原告の人としての弱さを認め、常に信仰の定める戒
律等を守っていなくて よい されている
（（
（
。
（．使用者に対する信仰の告知
　
原告が立証すべき第二の要素は、使用者が信仰にかかわる行為に配慮する機会を確保するために、自らの信仰を告
知したことである。この告知は、通常、①使用者が当該被用者の信仰がど ようなものであるかにつき一般的に理解しうる程度に特定されたも でなければならず、かつ、②その信仰 らどのような配慮が必要と りうるかも特定しうるものでなければならないと れている
（（
（
。
　
連邦第七巡回区控訴裁判所は、この点につき 「被用者には、その雇用上の義務と相容れない信仰上の行為に関し
て適正な告知を行う義務がある。その一方 、使用者は 意図的に当該事実を知 なかった…と主張するこ で、その責任を免れることは きない」と判示している
（（
（
。
　
これとは逆に、裁判所は、使用者が宗教の専門家であることを期待しておらず
（（
（
、また、その被用者の宗教上の必要
性について継続的にモニターし続けることも求めて な
い
（（
（
。連邦第七巡回区控訴裁判所は、
R
eedv.G
reatL
akes
C
os. 事件判決において、 「ある個人の宗教は、性別や人種のようにひと目でわかるものではない。たとえ従業員が、
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

九一
十字架や、ユダヤ教徒がかぶるヤムルカといった宗教的シンボルを身につけていたとしても、このことをもってして、当人の信仰 戒律を特定することにはならない。ま 、使用者は、特定の宗派における信仰や戒律に関する詳細な知識に精通している必要はない。 」と判示している
（（
（
。
　
また、場合によっては、被用者が告知すべき相手方は、地区マネージャーではなく、人事関係部署の管理職レベル
の者であるべきであるとされることがあ 。これ 、宗教上の配慮を認めていた地区マネージャー等が代わった場合、使用者に対す 告知がなされていないことになるためである
（（
（
。
　
なお、二〇一五年の
E
E
O
C
v.A
bercrom
bie&
F
itchStores,Inc. 事件連邦最高裁判
決
（（
（
では、被用者が、使用者に
対して、自ら 信仰からどのような配慮が必要になるかを実際に告知した場合にだけ、宗教による意図的差別の立証が認められるのかが問題となった
（（
（
。この事件は、イスラム教徒の女性がカジュアル・ファッションのアバクロンビー
＆フィッチ社の店舗で 職務に求職し、面接のときに宗教的戒律 らヘッドス ーフを着用していたことから、同社の従業員服飾規定（キャップの着用禁止（に反する の理由で、採用 拒否した事案である。しかし、実際にヘッドスカーフの着用が必要となるという告知はなされていなかった
（（
（
。連邦第一〇巡回区控訴裁判所は、当該被用者により、
使用者に宗教上の配慮が必要となるという知識（
actualknow
ledge （が付与されていなかったことを理由に、使用
者に正式事実審理を経ないでなされ 勝訴判決を下し
（（
（
。これに対して、連邦最高裁判所は、意図的差別において求
職者が立証すべきことは、実際に宗教上 配慮 関 知識を告知したことでは く、宗教上の配慮が必要であることが使用 の採 に関する決定において意図的差別の動機の要素（
m
otivatingfactor （となったことであるとして、
破棄差戻しを命じる判決を下している
（（
（
。
法学志林
　
第一一三巻
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
九二
　
（．懲戒処分
　
原告が一応有利な事件（
aprim
afaciecase （であることを立証するための第三の要素は、原告が、その信仰と矛
盾する労働条件に従わなかったことにより懲戒処分を受けたことである。この懲戒処分には、いくつかの特有の問題がある。宗教上の戒律に起因する服装・身な に関する事案では、被用者の解雇あるいは求職者の不採用に結びつく事案 多いので、特有の問題は生じないが、ここでは、それ以外の類型の事案について説明しておきた 。　
たとえば、宗教上の理由から土曜日が聖日で勤務できない被用者に対して、使用者がこれに配慮して土曜勤務から
外し、その代わり賃金の減額を伴わないものの地位的 は降格処分にあたる別の職務に就く とを提案した場合には、たとえ本人にとって不服ではあっても、合理的な配慮と判断されている
（（
（
。また、週七日営業している自動車関連部品
等の企業において、宗教上の理由から土曜日が聖日で勤務できない被用者に対して、使用者がこれに配慮して土曜勤務から外している場合には、そもそも懲戒処分は存在しておらず たとえ宗教的配慮のために昇進できな も、第七編違反とは判断され いない
（（
（
。
Ｂ．使用者による反証
　
1． 「合理的な配慮」と「過大な困難」の意味
　
被用者が、一応有利な証明を行ったのち、立証責任は使用者に転換される。既に述べたとおり、判例法理では、使
用者は、①既に合理的な配慮を行なったこと、又は、②当該配慮が 業務を行う上で 過大な困難（
unduehard-
ship （を伴うものであることのいずれかを証明し ければならない。しかし、条文に規定された「合理的配慮」と
「過大な困難」という二つの用語には曖昧な点があることは間違いない。
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

九三
　
以下、この点について検討する。
　　　
ａ
　
立法者意思
　
連邦議会が、一九七二年に公民権法第七編を改正した際、使用者は、被用者又は求職者の「宗教上の儀式又は礼
拝」に対して「合理的な配慮を行う（
reasonablyaccom
m
odate （」義務が課されたものの、その義務は、使用者が、
その業務を行う上で「過大 困難（
unduehardship （」を伴わない場合に限定されている
（（
（
。
　
しかしながら、この改正条項には、連邦議会が、この「合理的な配慮を行う」という文言と「過大な困難」という
文言をどのように特定 たのかに関する定義が存在していない
（（
（
。このため、裁判所は、これらの文言の解釈につき、
立法者意思解釈に基づく判断が きないのである。　　　
ｂ
　
事案ごとの判断
　
これらの二つの用語をどのように考えるかにつき、連邦巡回区控訴裁判所は、様々な解釈を行ってきて る。
　
たとえば、連邦第六巡回区控訴裁判所の判例では、この使用者が行おうとする配慮の合理性については、事案ごと
に決定されなければならず、ある被用者についての合理的 配慮が、他の被用者には合理的ではないということもありうるとして、事案と被用者ごとの判断が必要であるとしている
（（
（
。また、連邦第八巡回区控訴裁判所の判例では、同
巡回区では、使用者が提案した配慮の合理性は、 量や当該被用者の信仰の性質等といった事実関係の争点になることから、陪審により判断さ るべきであると勧めてきたとしている
（（
（
。
法学志林
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
九四
　　　
ｃ
　
連邦最高裁による「過大な困難」に関する判断とＥＥＯＣガイドライン
　
連邦最高裁判所は、合理的な配慮義務と、過大な困難を評価する基準とを分析した二つの事件において、使用者の
判断を尊重する立場をとっている。また、このうちの最初の連邦最高裁判決を受けて、ＥＥＯＣガイドラインが出されているので検証したい。　　　　
（
1（
T
ransW
orldA
irlines,Inc.v.H
ardison
連邦最高裁判決
　
その最初の事案は、一九七七年の
T
ransW
orldA
irlines,Inc.v.H
ardison
事件連邦最高裁判決（以下、 「
H
ardi-
son
連邦最高裁判決」という。
（であ
る
（（
（
。被上告人の航空整備会社は、その業務形態から二四時間・三六五日にわた
り稼働しており、その被用者である上告人は、シフト制の下で勤務する義務を負っていた。上告人は、入社後に入信した宗教上の戒律により、金曜の日没から土曜の日没までは働くことができなくなった。同社の労働協約で定められている先任権制度に基づくシフトでは、この聖日に関する要望を満たすことはできず、ま 、被用者による週四日勤務の提案も認められなかった。 して、当該被用者は、命じられた聖日における勤務を行わなかったことから、解雇された
（（
（
。
　
連邦最高裁は、被上告会社は、第七編の下で、①上告人の宗教的戒律に配慮するために、同社における先任権制度
に特別な例外を設けることまで要求されておらず
（（
（
、②上告人に週四日勤務を認めたり、同人に代わり他の者を割増賃
金を払って勤務させることは、効率性を犠牲 し、より多くの賃金を支払わせ ことにな ので
（（
（
、③上告人に無視で
きる程度（
dem
inim
is （をこえる負担を課すことになることから、 「過大な困難」に該当すると判断した
（（
（
。
　
連邦最高裁は、七〇一条 ｊ（項は、使用者に合理的な配慮を行う義務があることについては明確に規定している
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

九五
ものの、その義務がどの程度のものであるかは明らかにされていないとして
（（
（
、この判決において、宗教上の配慮を行
うことで「過大な困難」となるのは、 「無視できる程度を超えた負担」となる場合であることを明らかにし
た
（（
（
。そし
て、第七編 保護を受ける差別は、 「マイノリティのみな ずマジョリティも」対象とされ のであって、連邦議会は「合理的な配慮」という文言により ある者 宗教的な必要性に配慮するために、他の被用者の契約上の権利を奪うことまで使用者に求めたも ではないと判示している
（（
（
。
　　　　
（
（ ＥＥＯＣの新ガイドライン
　
H
ardison
連邦最高裁判決を受け、連邦議会では、七〇一条（ｊ（項における「過大な困難（
unduehardship （」
という文言を「重大な実質的困難（
severem
aterialhardship （」という文言に変えて宗教上の保護を強めようとす
る試みがなされたが、実際の改正には至らなかった
（（
（
。
　
ＥＥＯＣは、この事態を受けて、一九八〇年に新たなガイドラインを公表した。同ガイドラインは、
H
ardison
連
邦最高裁判決の示した基準をより厳格に解釈する内容が含まれていた
（（
（
。このガイドラインには、三つの特徴があるの
で触れておきたい。　
第一に、使用者は、ある被用者に宗教的な配慮をすれば、他の被用者も何らかの配慮を要求するであろうという
「単なる推測（
m
ereassum
ption （」に基いて過大な困難を主張することはできないというものであ
る
（（
（
。第二は、第
七編には、 「過大な困難」 、 「合理的な配慮」 、 「無視でき 程度 の ずれの用語に関す 定義も存在していないことから、このガイドラインでは、実際に使用者が配慮を行う義務を果たしたかにつ ては、その事業規模 配慮を必要とする被用者数、使用者がこれに必要とする費用等の複数の要素から決定されるとしていることであ
（（
（
。第三は、同
法学志林
　
第一一三巻
　
第三号

九六
ガイドラインでは、 「宗教的行為（
religiouspractices （」の定義が拡張され、個人が真摯に保持している道徳上又は
倫理上の信念も含まれることになったことである
（（
（
。
　
なお、これら三点の内容は、ＥＥＯＣの現在のガイドラインでも維持されている
（（
（
。
　　　　
（
（
A
nsoniaB
oardofE
ducationv.P
hilbrook
事件連邦最高裁判決
　
一九八六年の
A
nsoniaB
oardofE
ducationv.P
hilbrook
事件連邦最高裁判決（以下、 「
P
hilbrook
事件連邦最高
裁判決」とい
う
（（
（
。（では、使用者の配慮義務として、何をもって「合理的配慮（
reasonableaccom
m
odation （」と言
えるのかにつき判断がなされている
（（
（
。
　
本件は、学校の教員である被用者が、その宗教的戒律から毎年六日間を学校のある日に休むことが認められなかっ
たことから、使用者に対して訴訟を提起した事案である
（（
（
。
　
連邦最高裁判所は、七〇一条（ｊ（項の本文あるいはその立法過程のいずれにおいても、使用者に特定の配慮を行
う義務を課す する根拠は存在していないと判断 ている
（（
（
。さらに、当該使用者は、被用者の宗教上の必要性を満た
すために、既に三日間の有給休暇を付与するという合理的な配慮を行っていることから、同項で求められている義務を既に果たしていると判示している
（（
（
。
　
（． 「合理的な配慮」と「過大な困難」に関する判例法理の差異
　
使用者が、 「合理的な配慮」と「過大な困難」について反証する場合、これらの二つの関係を立証過程でど よう
に扱うかにつき、連邦控訴裁判所の中で 例法理が分かれて る。
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

九七
　
第一の判例法理は、既に述べたように、使用者は、①原告の宗教上の行為等に合理的な配慮を既に行っていること、
又は、②そのような合理的な配慮をすると、業務を行う上で過大な困難を伴い、 「無視できる程度を超える負担（m
orethanadem
inim
iscost （」を使用者に課す結果を生じさせることになるので、当該配慮を行わなかったこと
のいずれかを立証すればよいとする判例法理である。すなわち、 「合理的な配慮」の実施又は「過大な困難」のいずれかを証明すれば良いとする判例法理で、第一巡回区 第三巡回区及び第四巡回区がこ 立場をとっている
（（
（
。
　
第二の判例法理は、ほとんどの巡回区で用いられているもので、条文に忠実に、使用者に対して、過大な困難を伴
わずに、原告 宗教上の必要性に対して合理的な配 行うことはできないことの立証を求めるものである
（（
（
。しかし、
この第二の判例法理は、事実認定の段階では、第一の と大きく異 ることはない。理論的には、第一の判例法理の①だけで終わる事実関係もありうるが、使用者の代理人は、②の抗弁も必ず行う 考えられるからである。　
なお、第九巡回区では、上記の第二の判例法理に立ちながらも、使用者に被用者と交渉を行ったことを立証する義
務を課している。すなわち、使用者は、①当該被用者と、その信仰に合理的な配慮を行うために複数回の交渉を行ったこと、②これら 交渉において、使用者が被用者 宗教上の戒律と業務上の義務 の相剋 解決するため 案 提示できなかった場合には、使用者は （
1（被用者の提案を受け入れるか、又は、 （
（ 被用者の提案を受け入れると
業務において過大な困難を伴うことを立証するかの義務 負 され る
（（
（
。
第三章
　
具体的な判例の検討
　
ここでは、被用者の宗教的戒律による服装・身なりと、使用者の主張する企業や組織のイメージとが相剋す 事案
法学志林
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九八
について、代表的な判例につき、①企業イメージを優先する判例、②宗教上の戒律に起因する服装・身なりを優先する判例、③警察・刑務所での勤務に関する判例法理、④宗教上の戒律に起因する服装・身なりが、業務上の安全確保と抵触する場合の判例法理の順で検討していく。
Ａ．企業イメージを優先する判例
　
1．ホテルに勤務するイスラム教徒のひげ
　
H
usseinv.W
aldorf-A
storia
事件連邦地裁判
決
（（
（
は、ニューヨークの高級ホテルであるウォルドルフ＝アストリア
（
T
heW
aldorf-A
storia （に勤務するイスラム教徒のウエーターが、ひげを生やしたままで職場に来たため、同ホテ
ルのみだしなみ基準に反するとして業務につけなかったことから、第七編に違反するとして提起された訴訟である
（（
（
。
しかし、①原告は、イスラム教徒の戒律としてひげを生やす必要があることを立証しておらず、また、過去約一四年間にわたりひげをはやしていなかったことから 第七編違反を主張する際 必要となる第一の要素とな 真正な信仰に関する立証がなされておらず、②第二の要素として必要と る使用者に対す 自らの信仰の告知も行っておらず③第三の要素である信仰と矛盾する労働条件に違反したことで懲戒処分を受けたという点に関しても 使用者は、原告のひげを宗教 起因 たものとみなしていなかったこ から該当し いと判断され、原告は正式事実審理 経ないでなされる判決で敗訴 ている
（（
（
。
　
この訴訟において注目すべき点は、裁判所が他の判例を引用しながら、使用者のみだしなみ規定が、宗教に向けら
れたもの はなく、当該規定が違法な差別的なものでな 限り おい 、一定の業界では、 「ひげを れ 剃っいること（
clean-shavenness （」が「真正な職業資格（
bonafi
deoccupationalqualifi
cation （」であると判断されて
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

九九
いる点にある
（（
（
。
　
（．コストコに勤務するレジ係の顔ピアス
　
C
loutierv.C
ostcoW
holesaleC
orp. 事件連邦第一巡回区控訴審判決（以下、 「
C
loutier
事件控訴審判決」とい
う。
（は、被用者の宗教上の表現と企業イメージとが相剋する事案の中で、詳細な分析を行った控訴審判決であ
る
（（
（
。
なお、本件では、宗教差別を禁じ マサチューセッツ州法に関する判断もなされているが
（（
（
、この点については省略す
る。　
会員制倉庫型チェーン店であるコストコにレジ係として勤務していた原告は、身体改造教会（
C
hurchofB
ody
M
odifi
cation （の信者であり、その信仰に基いて顔ピアス等を行っていた。コストコは、従業員服飾規定を改正し、
イアリングを除いてピアス等をすることを禁止した。しかし、原告は、その信仰により、顔ピアス等は常に見える状態にしておく必要があるとして、この規定に従わなかった。同社は、原告に対して顔ピアスや体のピアスをプラスティックケースかバンドエイドで覆うという配慮を提案し、原告も一時 同意した。 かし、原告は、この提案 最終的に拒否したこと ら、解雇された
（（
（
。
　
ＥＥＯＣによる調停において、原告は、コストコのなしうる唯一の合理的な配慮は、原告に従業員服飾規定の例外
を認めることであると主張した。これに対して、同社 そのよう 例外を認めることは、企業としてのプロフェッショナルな外観を損なうことから過大な困難にあたる 主張した。ＥＥＯＣは、コストコの行為は、第七編違反にあたると決定したことから、訴訟 なっ
（（
（
。連邦地裁は、コストコが、原告に対して、顔ピアス等を覆う提案をしたこ
とは合理的な配慮である して、コストコに正式事実審理を経な でなされる勝訴判決 下した
（（
（
。
法学志林
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一〇〇
　
連邦第一巡回区控訴裁判所は、当該配慮が合理的であったかどうかの判断ではなく、コストコに過大な負担を課す
という理由から、連邦地裁判決を維持する判決を下している
（（
（
。この控訴審において、原告は、コストコの主張する過
大な困難は、自らの顔ピアスについて顧客から苦情 受けたことがなく、業務遂行に影響をもたらさないものであることから、あくまでも仮定的なものに過ぎないと主張した。この点に関して 裁判所は、宗教的配慮に関する判例法理においては 使用者が単に想定した とどまる困難については懐疑的 見られることを前提にしながらも、使用者は、特定の配慮によりどのような困難が生じるか 検証 ことで、過大な困難が生じることを立証できると判示している
（（
（
。
　
その上で、被用者が使用者のイメージを表すことは自明のことであり、このことは特に、常に顧客と接することに
なる被用者に当てはまることであって 原告が担当 てい レジ係りもこれに該当するとしている。そして、たとえ原告が苦情を受けたことがなかった し も、そ はコストコの公のイメージに影響 、そのプロフェッショナリズムを損なうものになると考えられるとしている。また、このような判断は、あくまでも使用者の裁量内の「業務上の決定（
businessdeterm
ination （」にあたると判示している
（（
（
。
　
（．ガソリンスタンドチェーンの修理工のひげ
　
B
row
nv.F
.L
.R
oberts&
C
o. 事件連邦地裁判
決
（（（（
（
では、コンビニ併設型のガソリンスタンド・チェーン店で修理工
として働いていた原告が、ラスタファリアン 信仰から髪を切らずひげも剃 ない教えを守っ いたが そのひげが問題になった
（（（（
（
。
　
同社は、コンサルタントの提案により、顧客と接することになる被 に対して、ひげを剃ることを求める従業員
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

一〇一
服飾規定を導入した。同社は、原告に顧客の目に入らない部署でのみ勤務することを認めたが、原告は、その労働条件が相当悪いことから、第七編及び州法 違反する配慮であるとして訴訟を提起した
（（（（
（
。
　
連邦地裁は、使用者が提案した配慮は合理的とは言えないものの、原告が同服飾規定の適用除外のみを受け入れ可
能な配慮として主張していることから、先例に基づき、そのような配慮は使用者に過大な困難を課すことになるので認められない 、被告に正式事実審理を経ないでなされる勝訴判決を下している
（（（（
（
。
　
しかしながら、同 被 の宗教的な行為と使用者の就業規則とのバランスを適正にとることは非常に困難
であり、また、判例法理 使用者の「イメージ」保護に著しく有利なも となって ることに懸念を示 ている。そして、多様性のある米国社会において、単一的な企業イメージを過度に保護することにより、職か信仰かが問われ人々が生じるという問題を指摘している
（（（（
（
。
Ｂ．宗教上の戒律に起因する服装・身なりを優先する判例
　
1．イスラム女性信徒のヘッドスカーフ
　
E
E
O
C
v.A
lam
oR
ent-a-C
arL
L
C
事件連邦地裁判
決
（（（（
（
は、原告の信仰と企業イメージとが争われた事案の中で、原
告が正式な事実審理を経ないで下される判決で勝訴した最初の主要な判決であるとされて る。　
この事件は、レンタカー店のカウンターで働くイスラム教徒の女性が、従業員服飾規定に従わず、そのヘッドスカ
ーフをとることを拒否したことから解雇された事案において、ＥＥＯＣが当該被用者のために提起 た訴訟であ 。アラモ・レンタカー社の従業員服飾規定（
D
ressSm
artP
olicy （は、顧客によい第一印象を与えることを促進する
ことを目的とし、また、一定の服装やアクセサリーの着用を禁止し 。当該 用者が、イスラム教の聖日 ある
法学志林
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
一〇二
ラマダンの期間にヘッドスカーフを着用できるように管理者に求めたところ、同社は顧客に接しない事務管理のところで業務を行っているときには着用を認めるが、顧客に接するカウンターでの着用は認められないとの対応がなされた。しかしながら、同人が使用者の指示に従わず、カウンターでの業務中に繰り返しヘッドスカーフを着用したことから、同社は当該被用者を解雇した
（（（（
（
。
　
連邦地裁は、被告会社が過大な困難を立証していないことを理由に、ＥＥＯＣ勝訴の判決を下している。被告会社
は、長年積み上げられてきた企業イメージが損なわれるのは過大な困難 該当すると主張したが、裁判所 、被用者にレンタカー店のカウンターでヘッドスカ フを着用することを認めることで、実際にどのような損害を被ることになるのかにつき事実関係を述べず、単に推定的な主張をしてい に過ぎないと判断した。また、一人に対 てこの例外を認めると、堰を切ったように他の被用者による違反 生じるという被告会社の主張 ついても 推測的で第七編による保護と根本的に異なる主張であるとして認めなかった
（（（（
（
。
　
裁判所は、アラモ・レンタカー社の責任を認める正式な事実審理を経ないで される判決を下し、この後に陪審に
よる被用者に対する二八七 六四〇ドルの損害賠償が認められた
（（（（
（
。
　
（．ニューヨーク市交通局に勤務する被用者のターバンとヘッドスカーフ
　
U
nitedStatesv.N
ew
Y
orkC
ityT
ransitA
uthority
事件連邦地裁判
決
（（（（
（
は、連邦司法省が、米国最大の交通行政
機関であるニューヨーク市交通局に対し、その被用者にターバ とヘッドスカーフの着 禁じ 従業員服飾規定が第七編に違反するとして訴えを起こした事案である。同規則では、顧客サービ 従事する被用者に対して、同局のマークを記した縁無し帽子以外のものを頭 かぶ ことを禁止していた
（（（（
（
。
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

一〇三
　
市は、前述の
C
loutier
事件連邦第一巡回区控訴審判決に依拠して、第七編におけるそのような配慮を行うと、公
的イメージを損なうことになり過大な困難を生じさせると主張した。しかしながら、裁判所は、本件の従業員服飾規定は、安全確保の目的のためではなく、また、競争の激しい民間企業がイメージの維持・向上を図る必要性から従業員服飾規定の遵守を求める場合 異 、市が交通機関を独占していることから過大 困難は認められないとして、市が求めた正式事実審理 経 いでなされる判決を求める申立を認めなかった
（（（（
（
。
　
この判決の後、連邦司法省と市交通局は和解し、①同局は、市民と接する被用者にイスラム教の女性がかぶるヘッ
ドスカーフ、ユダヤ教の男性が頭部にかぶるヤムルカ ヒンドゥー教徒等の男性がかぶるターバン等をそのまま着用することを認める新たな統一帽子規則 制定す こと、②総額一八四、五〇〇ドルを、これらの着用を認め れなかった八人の被用者（退職者を含む（に支払うことなどで合意した
（（（（
（
。
Ｃ．警察・刑務所での勤務に関する判例法理
　
ここでは、警察と刑務所の制服規則が、イスラム教徒の女性にヘッドスカーフを禁じていることが争点になった判
例を検討する。なお、連邦軍については、一九八七年 特別法が制定されてお 連邦軍に所属する者は、制服着用時に宗教的装飾品（
anitem
ofreligiousapparel （を、その着用が軍務の遂行を妨げるものか、見栄えを損なうも
のでない限り、これを着用することが認められているが
（（（（
（
、別法なのでその判例については割愛する。
　
1．警察の制服規則
　
二〇〇九年の
W
ebbv.C
ityofP
hiladelphia
事件連邦第三巡回区控訴審判決（以下、 「
W
ebb
控訴審判決」とい
法学志林
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一〇四
う
（（（（
（
。（は、警察等の組織における制服の統一性を重視し、宗教上の戒律による義務による例外が一切認められないこ
とを明らかにした重要な判決である。　
原告は、イスラム教徒の女性警察官であり、フィラデルフィア市警に八年勤務していた。二〇〇三年に上官に対し
て、勤務中にヘッドスカーフを着けてよいか許可を求めたところ、認められなかった。その後、三日にわたってヘッドスカーフを着用して出勤 が、いずれの日も帰宅 命じられた。当該被用者は、後日、こ 命令不服従により一三日間の仮出 停止の懲戒処分を受けた
（（（（
（
。
　
原告（控訴人（は、第七編違反等を理由に、市を相手取って連邦地裁に訴訟を提起したが敗訴したことから、控訴
した
（（（（
（
。
　
本控訴審では、まず、これまでの判例法理では、法執行機関の制服や服飾規定が尊重されてきていることが確認さ
れている。そして、原告 信仰は真正なものであり、ま 、市がこれに対する何らの配慮もしていないことを認定した上で、市は何等かの配慮を過大な困難なしに行うことができるかにつ て分析している。 の点に関し、市は、制服規定の厳格な実施により 公平性、宗教的 立性、統一性及び個人的な好みを抑制 うるこ から このよう 運用は適正に警察部門を運営するために必要不可欠であると主張 。裁判所は、警察部門のような準軍事的な組織において 、被用者の間での統一性を維持することに利益があり、 れを犠牲にする とは被控訴人に無視できる程度（dem
inim
is （を超える負担を課すことになると判示した。そして、警察官の制服の統一性は、市民からもその制服
によって警察官であると認識でき こと、警察内のモラルの維持と団結心の確保、そして市民の警察へ 信頼という観点からも重要であるとして、正式 事実審理 経ないでなされる判決 より、原判決 維持する判決を下
（（（（
（
。
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

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（．刑務所の制服規則
　
E
E
O
C
v.G
E
O
G
roup,Inc. 事件連邦第三巡回区控訴審判
決
（（（（
（
は、連邦政府や州政府からの委託を受け刑務所を運営
する民間企業である
G
E
O
G
roup
社が、新たな従業員服飾規定を採用し、制服とされる以外の帽子等の着用を禁止
したことから、これまで複数のイスラム教徒の女性被用者に認められていたヘッドスカーフの着用が禁止されたため、ＥＥＯＣがこれ の被用者のために第七編違反を理由として訴訟を提起した事案の判決である
（（（（
（
。
　
連邦地方裁判所は、前述した
W
ebb
控訴審判決に基づき、刑務所の看守等と警察官とを区別する実質的な意義は
ないとして、被告会社に正式事実審理を経ないでなされる勝訴判決を下した
（（（（
（
。
　
控訴審では、これらの女性に宗教的な配慮を行うことが使用者に過大な困難を課すことになるのか否かが主たる争
点となった。裁判所は、ヘッドスカーフが、①刑務所で禁止 ているもの 隠 て持ち込むことに利用され 可能性があること、②着用者の特定 難しくなること、③収監者に奪わ た場合に首 締める武器として利用されるおそれがあるこ という被告会社による安全確保を根拠 し 主張を認め、これらは過大な困難に当たると判示し、原判決を維持す 判決を下している
（（（（
（
。
Ｄ．信仰に基づく服装が安全確保と抵触する場合
　
被用者の信仰に基づく服装が、業務上の安全確保のために認められ いとして使用者により主張される事案では、
多くの判例でその主張が認められている。ここでは 一つの事案だけを紹介するにとどめておく。　
M
oham
ed-Sheikv.G
oldenF
oods/G
oldenB
randsL
L
C
事件連邦地裁判
決
（（（（
（
では、食用油を製造する工場に勤務す
るイスラム教徒の女性二人が、会社の定め 上 の制服の着用が、男性のような服装 、女性の体型を露わにする
法学志林
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で信仰に反すると主張したことから問題が生じた事案である。会社は当初、彼女たちのためにエクストラ・ラージサイズの上着を用意し、その上着をズボンに入れないで着用することを放任していた。しかし、このような制服の着用により、ベルトコンベアー等 機器に上着が巻き込まれる危険が して、上着をズボンに入れる規則を定めた。しかしながら、両名とも同規則に従わなかったことから、解雇された
（（（（
（
。
　
裁判所は、原告が受け入れられる宗教的配慮は、長いシャツをズボンに入れないで勤務することしかなく、これは
会社が主張するとおり安全を犠牲にすることに るので認めがたいと判示してい
（（（（
（
。
（追記（　
金子征史先生には、筆者が本学教員に転じて以来、多くの場でご指導頂きました。特に、筆者が日本労働法学会で
最初に学会発表をする際に司会を担当して頂いたことは 感謝 堪えません。　
先生のよりいっそうのご活躍とご多幸をお祈り申し上げます。（
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本稿の執筆にあたっては、以下の邦語文献を参照した。中窪裕也『アメリカ労働法（第
（版（
』 （弘文堂、二〇一〇年（
、櫻庭涼子
「使用者の配慮を導くアプローチ─労働者の宗教への配慮を素材として─」季刊労働法二四三号一八六頁以下（二〇一三年（
、浜田冨士
郎「
T
ransW
orldA
irlines,Inc.v.H
ardison,4（（U
.S.6（,9（S.C
t.（（46 （
19（（ （─安息日を遵守するために欠勤した労働者に対する
解雇は、公民権法第七編の禁止する宗教差別にはあたらない」アメリカ法一九八一─一号一七二頁以下（一九八一年（
、山口智「雇用
における宗教問題」神戸市外国語大学外国学研究五四号三三頁以下（二〇〇三年（
。
米国における使用者による被用者の宗教に配慮する法理について（永野）

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また、英語文献は、直接に脚注で引用したものを除き、以下のものを参照している。
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